	歯車製造業


生産は、平成22年以降、東日本大震災後の一時的な減少を除き増加基調にある。24年に入っても、工作機械や自動車向けなどの生産の増加が続いている。ただし、引き合いは、23年の秋をピークに減っている企業がみられ、今後、世界経済の減速や、エコカー補助金の終了などによる受注への影響が懸念される。
業界の概要

歯車は、規則正しく配置された歯を噛み合わせながら、回転や動力を伝達する装置である。歯車を組み合わせることにより、回転の速度や方向を変えたり、動力を分割したりすることができる。

歯車は、平行な軸間で動力を伝える「円筒歯車」、交わる軸間に動力を伝える「かさ歯車」、交わらず、かつ平行でない軸間で動力を伝える「食い違い歯車」に分かれる。

歯車の大きさは、時計用の直径１ミリメートル以下の小さなものから、製鉄所などで用いられる10メートルに及ぶ大きなものまで幅広い。

主な製造工程は、鋼材などの材料の切断、ブランク加工（旋盤等加工により輪郭形状を作る）、歯切り（歯切り盤による切削加工）、熱処理（焼入れ）、研削（砥石を回転させ所定の形状・寸法に加工）などである。熱処理工程は、自社内に設備を持たずに外注する場合が多く、旋盤・研削加工などは内製するとともに、外注されることも多い。
主な用途

社団法人日本歯車工業会によると、平成22年における歯車と歯車装置の需要先は、自動車産業向けが1,081億円と最も多く、以下、産業機械向け（453億円）、農業機械向け（168億円）、建設機械向け（152億円）、家電・ＯＡ機器・情報機器向け（86億円）、工作機械向け（70億円）となっている。
大阪府では、全国と比べて自動車産業向けの歯車を製造する企業が少なく、電気機械関連の受注が多かった。近年では、家電メーカーの生産拠点が海外へと移転する中で、電気機械関連の受注は少なくなり、各種産業機械や建設機械、工作機械など多様な用途向けの歯車を手がける企業が多い。歯車を組み込んだ自動車部品を製造する大手メーカーや、自動車部品の試作関連の受注がある企業も立地している。

大阪の地位と立地
平成22年に大阪府内で歯車（プラスチック製を含む）製造する事業所は47箇所あり、製造品出荷額等は約186億円である（表１）。全国に占める割合は、それぞれ16.7％、19.3％である（経済産業省『工業統計表（品目編）』、従業者４人以上）。大阪府は、事業所数、製造品出荷額等ともに全国第１位であり、製造品出荷額等は、以下、愛知県、兵庫県、神奈川県と続いているとみられる。
府内では、西淀川区を中心とした大阪市と東大阪市に多く立地している。

生産は回復基調が続く

歯車の生産動向を経済産業省『機械統計』からみると、生産はリーマンショックにより落ち込んだものの、22年以降増加基調にある（表２）。23年４～６月期は、東日本大震災により一時的に落ち込んだが、７～９月期以降、前年同期比で２桁増が続いている。生産量は、リーマンショック前の水準には達していないものの、金額ベースでは、23年には19年を上回っている。

府内の歯車製造企業への聞き取り調査からも、22年頃から生産が回復している企業が多い。工作機械用歯車の製造企業では、22年後半から受注が急増し、リーマンショック前の水準に近づいている。最近ではスマートフォン製造用機械向けの歯車の受注もみられる。自動車関連についても、23年末からのエコカー補助金の復活を追い風に受注が増えている。産業機械や建設機械に用いられる大型の歯車については、受注動向は景気変動の波から遅れる傾向にあるが、そうした受注についても23年から持ち直している。
一方、各種産業機械やモーターなどに用いられる歯車を製造する企業の中には、受注額が前年同期よりも１割程度減少しているというケースもみられる。
輸出は増加傾向
歯車や歯車装置の輸出は、増加傾向が続いており、府内企業においてもアジアに進出した日系自動車メーカー向けに歯車の輸出が増加している。受注先の各種製品に組み込まれた形での輸出も多い。

歯車単体及び歯車装置は、輸出が輸入を大きく上回っている。歯車の製造には、多くの高額な設備を必要とし、設備や生産経験の蓄積があるわが国では、韓国や中国と比べて高い競争力を有するとの評価がある。歯切り加工の精度が高いことから、韓国から小型歯車の加工のみを受託する企業もある。
その一方で、韓国や中国では新鋭設備が導入され、日本人技術者ＯＢからの技術指導も受けているため、現地企業では品質の向上が著しく、現地日系企業にも採用されているとの評価もある。現状では、供給能力に比べて、現地需要が旺盛なので、日本への輸出は少ないものの、品質の向上を反映して中国や韓国からの輸入が増えている。
収益は改善

受注単価は、横ばいで推移している。一方、主な原材料である鋼材は受注先から支給される場合と自社で調達する場合があるが、自社調達の場合でも製品価格に反映されることが多い。短納期の受注が増えて、休日出勤や残業での対応が増えていることからコスト上昇要因となっているものの、生産量が増えていることから、収益は黒字基調である。

設備投資は横ばい

資金需要が乏しいなかで、金融機関からの貸付の申し出が多く、資金繰りに問題はない。
設備投資は、手控える企業がある一方で、効率化のための投資を増やした企業もみられた。
雇用は二極化
規模が比較的大きい企業では、23年に退職者よりも多い新卒採用や中途採用を実施し、24年４月にも前年よりも多い新卒採用を実施しており、従業員数が増えている企業もみられる。この企業では、従業員の平均年齢が30歳代前半にまで低下している。一方で、中堅規模の企業でも最近3年間で10数名従業員を減らしたというケースもみられる。

規模が比較的小さい企業では高齢者を活用することを心がけ、採用も退職者の補充程度の中途採用に留め、従業員の平均年齢が50歳ぐらいという企業もある。一方、団塊の世代が現場から去っていくのに備えて、新卒を２名採用したという企業もみられる。
東日本大震災の影響と節電対応
震災による直接的な影響は、受注頻度の低い受注先が被災したという企業がみられた程度である。復興需要は、今のところ少ないが、一部に建設現場で使われるエレベータ用歯車などの受注がみられた。
昨夏の節電については、自動車産業を主な受注先とする企業では、木曜金曜の操業を土曜日曜に振り替えた。また、夜間操業や休日操業を実施し、電力消費の多い平日の日中の稼働率を抑えるなどの協力により、ピーク時20％の節電を達成したとする企業もみられた。一方で、24時間操業の途中で機械を止めることは難しく、日中の特定の時間に節電することは困難との声も聞かれた。また、多くの企業では、冷房を下げすぎないようにするなどの取組をしたが、製造現場では機械の稼動に伴う発熱のために、空調の節電には限界があるとの声もある。

冬の節電は、消灯・空調面の節電を行なう程度で、特に実施しなかったとする企業が多かった。
今後の見通し

自動車関連の受注は、エコカー補助金の追い風を受けて受注が当面堅調に推移するとみられるが、エコカー補助金の交付が終了するとみられる秋頃における反動減が予想されている。産業機械向けについては、現状では前年同期比で受注増加が続いているが、引き合いは23年の秋をピークに減っているという企業がみられる。今後、欧州債務危機や、新興国を始めとした海外経済の減速などの受注への影響が懸念される。
　　　　　　　　　　　　　　　(町田　光弘）

表１　歯車の出荷金額と産出事業所数（平成22年）
[image: image1.emf]金額（百万円） 産出事業所数

大阪 18,626 47

愛知 14,815 28

兵庫 10,908 12

神奈川 8,400 23

埼玉 7,260 31

静岡 6,310 9

千葉 3,281 5

広島 3,123 8

栃木 2,786 6

福岡 2,278 10

全国計 96,426 282

資料：経済産業省『工業統計表（品目編）』

（注）従業者４人以上の事業所。


表２　歯車の生産と前年（同期）比の推移

[image: image2.emf]（千個） （％） （百万円） （％）

平成19年   150,532 5.8 115,198 13.5

20 143,007 -5.0 115,913 0.6

21 90,240 -36.9 79,549 -31.4

22 114,752 27.2 104,540 31.4

23 126,497 10.2 115,292 10.3

23年 1～3月 30,137 11.0 27,434 8.2

4～6月 27,103 -2.0 23,668 -5.5

7～9月 34,077 17.1 31,411 19.6

10～12月 35,178 14.1 32,779 17.6

24年　　１月 10,860 9.8 10,418 15.9

２月 11,693 7.2 11,185 12.2

資料：経済産業省『機械統計』

（注）従業者50人以上の事業所。
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